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※訳文は国際人権活動日本委員会によります。カッコ内の項目見出しは本表作成に当たり便宜上つけたものです。また「締約国」とは日本を示します。 

日本     

１．当委員会は２００８年１０月１５日及び１６日に開催された第

２５７４回および第２５７６回会議

（CCPR/C/SR.2574,2575,2576）において、日本

（CCPR/C/JPN/5）より提出された第５回定期報告を審査し、

２００８年１０月２８日及び２９日に行われた第２５９２回、第２５９３回

及び第２５９４回会議において下記の最終見解を採択した。 

1.委員会は 1998 年 10 月 28 日および 29 日の

両日にわたって開催された第 1714 回～第 1717

回会議(CCPR/SR.1714-1717)において日本政

府の第 4 回定期報告書を審査し

(CCPR/C/115/Add.3 and Corr.1)、1998 年 11

月 5 目に開催された第 1726 回、および第 1727

回会議(CCPR/C/SR.1726-1727)において以下

の最終見解を採択した。 

1.人権委員会は、1993 年 10 月 27 日及び 28 日に

開かれた第 1227 回から 1280 回の委員会で、日本

の第 3 定期報告書

(CCPR/C/70/Add.1andCorr.1and2)を検討し、以

下のコメントを採択した。(注 1) (注 1)1993 年 11 月

4 日の第 1290 委員会(第 49 回会期)において。 

A・はじめに     

２．委員会は締約国の包括的な第５回定期報告や諸問題

の一覧に対する書面回答、並びに委員会の口頭による質

問に対する代表団の詳細な回答を歓迎する。しかしながら、

２００６年１２月に提出されたこの報告は、２００２年１０月までの

期限であったことを示す。委員会は高いレベルの各省庁の

構成による大代表団、並びに意見交換の際に強い関心を

示した大勢の国内 NGO の出席を感謝する。 

2.委員会は、委員会が提起した諸事項に対す

る日本政府代表による率直で直裁な回答につい

て、また、委員会メンバーの口頭での質間に対す

る代表団の解明や説明を高く評価するものであ

る。委員会はまた規約に基づく国の義務を全うす

るという締約国の誠意の現われとして政府のさ

まざまな分野を代表する大代表団が出席したこ

とについても評価を表明する。委員会はまた今回

の報告書および委員会の任務について広く広報

を行なったことについても国を賞賛する。委員会

は多数の法律家、非政府組織が本報告書の検

討の間傍聴していたことを歓迎する。 

2.締約国の報告書の提出に関する当委員会の

指針にしたがって作成され、かつ期日に遅れること

なく提出された秀れた報告書について、当委員会

は日本政府に賛辞を呈するものである。とくに、人

権擁護に関するさまざまな分野の専門家から構成

された日本政府の有能な代表団が報告書の検討

に参加したことを高く評価するものである。当委員

会は、報告書の提出に際して、代表団が詳細な情

報を提供し、また委員による質間に対して包括的な

回答を提出したことが、実りある対話に大いに貢献

したと考える。 
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    3.日本政府がその報告書を広く公にし、それによ

り多くの非政府組織(NGO)が報告書の内容を知

ることが可能とされ、それぞれの組織がその関心

事を表明することができたことについて、当委員会

は留意し、またこれを評価するものである。また、非

政府組織(NG0)のいくつかは、当委員会による報

告書検討に際して当地に来られていた。 

B・評価すべき側面     

5.当委員会は、市民的及び政治的諸権利に関

する間題を取り扱ってきた際の日本政府の真剣な

取り組みと、規約に基づく義務履行の取り組みを留

意し、これに満足するものである。 

6.当委員会は、1988 年における日本の第 2 定

期報告書の検討以降、日本における人権状況が向

上しており、また日本においては人権がおおむね尊

重されている、と考える。 

３．委員会は特に男女による公平な権利の享有の促進を

目的とするいくつかの法的及び制度的な措置の採択を歓

迎する。 

 

(a) １９９９年の男女共同参画社会基本法の採択。(b) 男

女共同参画内閣府担当大臣の任命。(c) ２０２０年までに社

会のすべての分野において、女性が指導的立場を少なくと

も３０％を占める目標を設置した２００５年の内閣による第２次

男女共同参画基本計画の承認。そして、(d) 男女共同参画

基本計画を促進し、男女平等社会発展のための基本政策

を調整する男女共同参画局の設立。 

3.委員会は、国内法を規約の規定と調和させ

るための政府の努力を賞賛する。委員会は人権

擁護措置促進法の制定、その他男女雇用機会

均等法、労働基準法、出入国管理及び難民認定

法、刑法、児童福祉法、公職選挙法などの改正、

風俗営業法など他の法律の改正のすべて、なら

ぴに、児童売春および児童ポルノグラフィーに関

与した日本人の処罰を目的とした法案の作成を

歓迎する。 

7.さらに、当委員会は、日本が国際的レベルにお

ける人権の促進に積極的に援助を行っていること

を留意し、これを評価するものである。また、当委員

会は、日本社会において規約の諸規定が周知され

ていることを留意するものである。当委員会が日本

の第 3 回定期報告書を検討した際、多くの日本の

非政府組織が関心を表明したことによっても、この

ことが確認されている。 
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4.委員会は男女平等社会の達成のための調

査と政策の展開を目的とする男女平等促進協議

会の内閣レベルでの設立およぴ内閣による「男

女平等計画 2000」の採択を満足をもって留意

する。委員会は法務省の人権機関によって取り

組まれている日本における韓国(朝鮮)学校生

徒、婚外子およびアイヌ少数民族の児童に対す

る差別と偏見の撤廃措置についてもこれを留意

する。 

30.委員会は、女性に対する暴力、とくに、家庭

内暴力およぴ強姦、が高い発生率を示している

こと、また、このような行為を根絶するための救済

措置がないことに依然として重大な懸念を有して

いる。委員会は裁判所が性行為の強要など家庭

内暴力を結婚生活の通常の出来事のひとつで

あると考えているように思えることに困惑を表明

する。 
 

４．委員会は家庭内暴力(DV)や性的暴力そして人身売買

を含む、男女の性差に基づく暴力や搾取の被害者を擁護し、

援助するために締約国によって講じられた措置に留意する。

すなわち、(a) 配偶者間暴力に対する相談支援センターや

女性指導事務所、そして女性保護施設の設立 (b) 保護命

令件数の増加や改定された配偶者間暴力の防止と被害者

保護に関する法律の下での保護範囲の拡大、そして(c) ２０

０４年に採択した人身取引対策行動計画や人身取引対策の

ための省庁間連絡委員会（特別研究班）の設立。 

5.委員会は女性の国家公務員試験を受験す

る場合の女性に対する制限撤廃、差別的強制退

職および結婚、妊娠、出産による解雇の撤廃を歓

迎する。 

  

  

５．委員会は、締約国が２００７年に国際刑事裁判所ローマ

規程への加入を歓迎する。 
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C・主要な懸念項目と勧告     

６．委員会は、締約国の第４回定期報告の審査後に出さ

れた多くの勧告が、未だ実行されていないことに懸念を有

する。 

締約国は前回の最終勧告同様、委員会により採択された

今回の勧告を実行しなければならない。 

6.委員会は第 3 回報告書審査後の勧告が大

部分実施されていないことを遺憾に思う。 

  

  

  

（裁判官などに対する人権教育)     

７．委員会は、規約への違反がないとした最高裁判決以

外で、規約の条項（第２条）に直接言及する地方裁判決に

関する情報の欠如に留意する。 

 

締約国は、規約の適用や解釈が裁判官や検事及び弁護

士に対する専門研修として持たれ、そして規約の情報が下

級審を含むすべてのレベルの司法に広まるよう保障せよ。 

7.委員会は人権擁護及ぴ人権基準が世論調

査で決定されるものではないことを強調する。委

員会は規約に基づく義務に違反する国の立場を

正当化するため世論の統計を頻繁に利用するこ

とに懸念する。 

  

  

 32.委員会は、裁判官、検察官、行政官に対す

る規約に基づく人権研修の条項が存在しないこ

とに懸念を有する。委員会はこのような研修が受

講できるようにすることを強く勧告する。法学フォ

ーラムやセミナーを開催し裁判官が規約に親し

めるようすべきである。選択議定書に基づく通報

に対する委員会のジェネラルコメントおよび見解

は裁判官に配布されるべきである。 
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（選択議定書の批准)     

８．委員会は、締約国が規約の第一選択議定書を批准し

ないひとつの理由として、批准することによって、司法の独

立性を含む司法制度に問題を生じさせるかも知れないとい

う懸念であることに留意する。 

 

締約国は、委員会の普遍的な法体系が４審制の訴えでは

なく、事実や証拠の正当な評価や裁判所による国内法の適

用や解釈を検討することが、原則として妨げられていることを

考慮し、選択議定書を批准するよう検討せよ。 

33.委員会は、政府に対し、これら最終見解を

基礎にして措置を講じ、第 5 回定期報告書の作

成においてこれら見解を考慮にいれることを強く

要求する。委員会はさらに、国が法制を規約に完

全に合致するよう国内法を再検討を継続的に行

い、適切な改正を加えることを勧告する。委員会

は、国が人権侵害の被害者に対する救済手段を

整備するための措置を講じること、とくに、規約の

選択議定書を批准することを勧告する。 

 

16.当委員会は、日本が「市民的および政治的

権利に関する国際規約」の両方の選択議定書と、

「拷問及びその他の残虐な、非人道的な若しくは

品位を傷つける取扱い又は刑罰を禁止する条約」

を批准することを、勧告する。 

  

（国内人権救済機関の設立）     

９．委員会は、締約国が未だ独立した国内人権施設を設

立していないことを懸念する。（第２条） 

 

締約国はパリ原則（総会決議４８／１３４、付属文書）に従

い、締約国により受け入れられた国際的な人権基準を網羅

する広範な委任を行い、公権力による人権侵害に対する訴

えを検討し行動する能力を持った政府機関ではない独立し

た国内人権施設を設立せよ。また、この施設のために十分な

財政的および人的資源を計上せよ。 

9.委員会は、人権侵害調査を行い、不服申立

に対して救済を与える制度的メカニズムが欠如

していることに懸念を表明する。当局がその権力

を濫用せず、実務において個人の権利を尊重す

ることを確実にするためには効果的な制度的メカ

ニズムが必要である。委員会は、人権擁護委員

会は法務省の監督を受けており、その権限は勧

告を発するのみに厳しく制限されているので、そ

のようなメカニズムではないと考える。委員会は

人権侵害の苦情を調査する独立したメカニズム

を設立することを強く勧告する。  
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（公共の福祉による制限）     

１０．「公共の福祉」は人権に恣意的な制約を掛ける根拠

として頼られているのではないという締約国の説明に注意

を払いながら、委員会は、「公共の福祉」の概念は曖昧かつ

範囲が大まかで、規約の下では可能な範囲を超える制約を

許すことになるという懸念を繰り返し表明する。（第２条） 

 

締約国は、「公共の福祉」の概念を定義し、「公共の福祉」

を根拠に、規約で保障された権利に与えるいかなる制約を特

定する法律を制定すべきである。 

8.委員会は、「公共の福祉」というあいまいで

解釈が限定できない概念で、また、場合よっては

規約によって許容されうる制限を超えることもあ

り得る概念によって規約が保障する権利が制限

される懸念を再び表明する。委員会は、前回の見

解に続き、国内法を規約に調和させることを国に

再度強く勧告する。 

  

8.当委員会は、規約が国内法と矛盾する場合に

規約が優先するものであることが明瞭でなく、また、

規約の条項が日本国憲法のなかに十分に包含さ

れていない、と考える。さらに、日本国憲法第 12 条

及び第 13 条の「公共の福祉」による制限が、具体

的な状況において規約に適合したかたちで適用さ

れるものであるかどうか、も明瞭ではない。 

  

（女性に対する差別)     

１１．委員会は、女性に影響を与える民法の差別的条項に

懸念を繰り返す。例えば、離婚後６ヶ月間の再婚の禁止や、

男女の婚姻年齢の相違である。（第２条１項、第３条、第２３

条４項、そして第２６条） 

 

 締約国は、女性が離婚後における再婚の禁止期間の撤

廃と、男女の最低結婚年齢の調和をはかりながら、民法の改

正をすべきである。 

  

16.委員会は、婚姻解消または離婚の日付より

6 ヵ月以上を経過しないと女性は再婚できない

ことや、結婚年齢が男女異なるなど、国内法に女

性についての差別的な法律がいまだに残存して

いることに懸念する。委員会は女性に対するすべ

ての法的な差別規定は規約の第 2、第 3、第 26

条に違反するので撤廃されるべきであることを再

度強調する。 

  

  

10.さらに、当委員会は、雇用における報酬に関

し、日本では、女性に対する差別的慣習が存続して

いるようであることについて懸念を表明するもので

あり、また、事実上の差別間題がより広範に存続し

ていることに留意するものである。当委員会は、こ

れらの慣行を禁止するために日本政府当局が法的

措置を講じてきたこと、また機会均等を促進するた

めの包括的なプログラムが存在するとの事実を認

めるものである。しかし、日本においては、法律の制

定と社会の一定のセクターの実際の行動との間

に、ある種のギャップが存在すると思料される。 

 当委員会は労働組合活動家に対する差別の

訴えに関する解決の手続きが非常に長期化されて

いることに留意するものである。 
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１２．委員会は、公職における女性代表の数的目標にも拘わ

らず、女性は国会の議席で１８．２％のみ、省庁の部長クラス

では１．７％であり、２００８年女性社会参加促進計画で取り決

めた数的目標のいくつかは極めて控えめであり、例えば、２

０１０年までの省庁の部長と同等の地位に対する女性代表

の目標は５％であることに懸念を示す。（第２条１項、第３条、

第２５条、第２６条） 

     

締約国は、２００５年に採択された第２次男女共同参画基

本計画で決められた時間の枠内で、法定割当人数のような

特別措置をとり、また、女性代表のための数的目標を検討す

ることにより、国会や政府並びに公職の高いレベルにおいて

男女同数の代表者を達成するよう努力を強めなければなら

ない。 
    

１３．委員会は、民間企業における女性の管理部門に占め

る割合は１０％のみであり、平均として男性給料の５１％しか

賃金を得ていない。また女性は非正規労働者の７０％を占

め、有給休暇や出産休暇、そして家族手当等の給付から除

外されており、彼女らの不安定な契約状況によりセクハラの

攻撃を受けやすく、しばし家族生活を維持するためにパート

労働者として働くことを余儀なくさせられているとの報告に

懸念を有する。（第２条１項、第３条、第２６条） 

 

 締約国は正規労働者としての女性の採用を促進し、男女

間の賃金格差を撤廃するよう下記のような対策を講じるべき

である。 

  

4.性別による役割の相違に関する伝統的な考え

や、個人とその属する集団の特殊な関係、また国民

の均質性に関連する特殊性といった様々な社会的

要因のため、日本政府が規約実施の措置を講ずる

際に様々な困難を経験することが多々あることを、

当委員会は留意するものである。 
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(a) すべての企業に女性に対して公平な雇用機会を確保す

るよう積極的な行動を取ること要求する。 

(b) 長時間労働をもたらす労働基準のいかなる規制緩和を

再考する。 

(c) 男性同様、女性にも仕事と家庭生活が調和出来るため

に、育児施設の更なる増加をはかる。 

(d) 改定されたパート労働法の下でパート労働者に対する

公平な待遇のために条件を和らげる。 

(e) 職場におけるセクハラを罰する。 

  

(f) 世帯主、あるいはパート社員または契約社員であること

に基づく、従業員としての様々な待遇を含めるよう、男女雇用

機会均等法上の間接的な差別の禁止事項を拡大する。 

(g) 間接的な差別を防止する効果的な措置を講じる。 
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（性犯罪）     

１４．委員会は、刑法１７７条における強姦の定義は男女間の

実際の性交のみを扱い、襲われた際には被害者の抵抗を

要求し、また、強姦やその他の性的犯罪は被害者が１３歳以

下の場合を除いて、被害者からの告訴がなければ起訴され

ないことに懸念を表す。同時に委員会は、性犯罪者が頻繁

に処罰を逃れ軽い刑罰しか受けていないこと、また裁判官

はしばし被害者が受けた性的出来事に不当に焦点を当て、

暴行に抵抗した証拠を提供するよう要求し、そして改正され

た監獄法と被害者援助のための警察庁の指針による監視

や実施に効果がなく、性暴力について特別の訓練を受けた

医師や看護師の不足、及びこのような訓練を提供できる

NGO への援助の不足が同様に存在するとの報告に懸念

を抱く。（第３条、第７条、第２６条） 

 

締約国は、刑法１７７条の強姦に関する定義の範囲を拡大

し、近親相姦や男性への強姦同様、実際の性交以外の性的

虐待も重大な犯罪行為であることを確認すべきである。すな

わち、暴行に対する抵抗を証明するために被害者に課された

負担を取り除き、職権で強姦や他の性的犯罪を起訴するこ

とである。また、性暴力に関して性差を配慮した必修の研修

を裁判官や検事、そして刑務官に対して導入すべきである。   
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（家庭内暴力）     

１５．委員会は、家庭内暴力の犯罪者に対する判決が寛

大だと報じられ、防止条例の違反者が繰り返し違反した場

合、あるいは警告を無視した場合にのみ逮捕されることに

懸念を抱く。同時に、家庭内暴力の被害者に対する長期の

援助が欠如し、また、家庭内暴力を受けた外国人被害者に

対する在留資格認定の遅れが、事実上、安定した雇用への

申請や社会保障の給付を受けることから彼らを閉め出して

いることに懸念を抱く。（第３条、７条、２６条２項の３） 
    

締約国は家庭内暴力の犯罪者に対する処罰方針を検討

し、防止条例の違反者を拘留・起訴し、家庭内暴力の被害者

に対する補償額や母子家庭に対する児童援助手当の額を

増加し、補償や児童支援のための裁判所決定を推し進め、

そして外国人を含む特別の手当が必要な被害者に対する援

助同様、長期のリハビリ計画と施設を強化すべきである。      
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（死刑制度）     

１６．死刑は実際には殺人を伴う犯罪に対してのみ科され

ていることに留意し、委員会は、死刑で処罰される犯罪の

件数が未だ減少せず、執行の数が近年確実に増加してい

ることに懸念を繰り返している。また、死刑確定者は長期に

わたり独居房に収監され、死刑執行日以前に事前の知らせ

もなく、場合によっては、高齢あるいは精神的疾患を有して

いるという事実にも拘わらず執行されることに、委員会は懸

念する。恩赦、減刑あるいは執行の猶予が行われておらず、

同時にこのような救済を求める手続きに関する透明性の欠

如がまた懸念事項である。（第６条、７条、１０条） 

21.委員会は死刑囚として収容されている

人々の条件について依然として重大な懸念をも

っている。とくに、委員会は、接見や交通の不当な

制限や死刑執行の家族や弁護士への事前告知

がないことは規約に達反していると考える。委員

会は死刑囚の拘留の条件は規約第 7 条、第 10

条第 1 項に従い人道的なものとすることを勧告

する。 

18.さらに、当委員会は、日本が死刑廃止への措

置を講ずること、廃止までの間は死刑は最も重大

な犯罪に制限されなければならないこと、死刑の執

行を待っている被拘禁者の状況が再検討されるこ

と、また被拘禁者に対するいかなる形態での不当

な取扱いも規制する予防的措置をさらに改善する

こと、を勧告する。 

世論調査に関係なく、締約国は前向きに死刑廃止を検討

し、廃止が望ましいことを国民に必要なこととして知らせるべ

きだ。一方、死刑は規約の第６条２項に従い、最も重大な犯罪

に厳しく制限すべきである。死刑確定者の処遇や高齢ある

いは精神的疾患を有する者の執行に関しては、より人道的

な対応を取るよう締約国によって検討されるべきである。締

約国はまた、執行に備えるための機会を失うことにより生じる

心理的苦痛を軽減する観点から、死刑確定者やその家族が

執行の予定日や時間を、正当な時期に事前に知らされるこ

とを保証すべきである。恩赦や減刑そして執行の猶予は死

刑確定者に真に役立てられるべきである。 

20.委員会は死刑適用罪の数が、第 3 回政府

報告審査の際の言明とは異なり、減じられていな

いことについて重大な懸念を表明する。委員会

は再び、規約の文言は死刑の廃止を指向してお

り、死刑廃止を行なっていない締約国は、死刑を

もっとも重大な罪に限定することが求められてい

る。委員会は、規約第 6 条第 2 節に従い、日本が

死刑の廃止に向けて措置を講じ、その問、死刑を

もっとも重大な罪に限定することを勧告する。 

12.当委員会は、日本の刑法典の下で死刑が科

せられる犯罪の数と質について当惑している。当委

員会は、規約の文言が死刑廃止の方向へ向いて

いること、また死刑をまだ廃止していない国におい

ては、最も重大な犯罪だけに死刑を適用しなけれ

ばならないことを想起するものである。さらに、被拘

禁者の状況に関して懸念すべき事柄が存在する。

当委員会は、とくに、面会や通信に対する不当な制

限や、家族に対して処刑を通知しないことは、規約

と相容れない、と考えるものである。 
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１７．委員会は、被告人が上訴の権利を行使することなく

有罪とされ死刑判決を言い渡されている数が増えており、

死刑確定者と再審請求を行う担当弁護士との接見は、裁

判所による再審の決定がされるまで刑務官による立ち会い

と監視が行われ、再審や恩赦の請求によって死刑の執行を

停止する効果がないことに懸念を抱く。（第６条、１４条） 

締約国は死刑事件について再考する義務的なシステムを

導入し、再審や恩赦の請求による執行停止の効力を確保す

べきだ。執行停止の濫用を防ぐため、恩赦の請求回数に制

限が設けられるだろう。締約国はまた死刑確定者と再審に関

する弁護士とのすべての接見は厳格な秘密性を確保すべき

である。   
  

  

  

  

（代用監獄）     

１８．委員会は、刑事収容施設及び被収容者等の処遇に

関する法律上、取り調べと拘留の警察機能の公式上の分

離にも拘わらず、容疑者を２３日間まで取り調べができる警

察の拘留施設に収容が可能な代用拘留システム（代用監

獄）は、保釈の可能性もなく、また逮捕後、最初の７２時間の

間は特に弁護士との接見が制限されており、取り調べの延

長と自白を得ることを目的とした取り調べの乱用の危険性

が増大している。（第７条、９条、１０条、１４条） 

22.委員会は、未決勾留が警察の管轄のもと

で最大 23 日まで延長でき、早急に、効果的に司

法の管理に入らず、被疑者は 23 日の間に保釈

が許されないこと、尋問の時間や長さを規制する

規則がないこと、勾留されてる被疑者に対して助

言、援助する国選弁護士がいないこと、刑事訴

訟法第 39 条第 3 項の規定により弁護人の接見

に重大な制限があること、取り調べに被疑者の選

定による弁護士の立ち会いが認められていない

ことなど、規約第 9 条、第 10 条、第 14 条に規定

された権利が未決勾留について充分保障されて

いないことに深く懸念する。委員会は、日本の未

決勾留制度を規約第 9 条、第 10 条、第 14 条に

適合するようにただちに改正するよう強く勧告す

る。 

13.当委員会は、規約第 9 条、第 10 条及び第

14 条に規定される保障が、次の点において完全に

は守られていないことに懸念を有している。すなわ

ち、公判前の勾留が捜査活動上必要とされる場合

以外において行われていること、勾留が迅速かつ

効果的に裁判所の管理下に置かれることなく、警

察の管理下に委ねられていること、取り調べはほと

んどの場合に被勾留者の弁護人の立会いの下で

なされておらず、取り調べの時間を制限する規定が

存在しないこと、そして、代用監獄制度が警察と別

個の官庁の管理下にないこと、である。さらに、弁護

人は、弁護の準備を可能とする警察記録にあるす

ぺての関係資料にアクセスする権利を有していな

い。 
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締約国は代用拘留システムを廃止し、規約第１４条に含ま

れているすべての保障項目に完全に適合するようすべきで

ある。また、すべて被疑者は取り調べ中であっても弁護士と

の秘密接見や、犯罪嫌疑の性質に関係なく逮捕時から法的

な援助と連絡でき、医療措置同様、事件に関係するすべての

警察記録に触れることができる権利を保証されなければなら

ない。更に、起訴以前の保釈制度を導入すべきである。  

23.委員会は代用監獄制度は、警察の捜査に

関与しない部署の管轄となるとはいえ、別個の

権限による管轄ではないことに懸念する。これは

規約第 9 条、第 14 条に規定された被勾留者の

権利が侵害される機会が増える可能性がある。

委員会は、代用監獄制度は規約のすべての要件

に適合するように改善することという第 3 回定期

報告書審査後表明した勧告を再度行なう。 

19.規約第 9 条、第 10 及び第 14 条が完全に適

用されることを保障する目的で、当委員会は、公判

前の手続き及び代用監獄制度が、規約のすべての

要件に適合するようにされなければならないこと、

また、とくに、弁護の準備のための便宜に関するす

べての保障が遵守されなければならないこと、を勧

告する。 

（取調べの可視化）     

１９．委員会は、警察の内部規則に定められている被疑者

の取り調べに関する時間制限の不十分さや、被疑者に真実

を暴露させようとする取り調べの機能を減少させるとの想

定から、取調室から弁護人を排除し、また、取り調べ中の電

子監視方式による部分的で選択的な使用や、被疑者による

自白の記録に特に限定することに懸念を抱いている。また、

主として自白に基づく極めて高率な有罪の割合に対しても

懸念を繰り返す。この懸念は死刑判決もこれらの有罪に含

まれることを考えると強まる。（第７条、９条、１４条） 

25.委員会は刑事裁判での多数の有罪判決

が自白に基づいている事実を深く懸念する。強

要によって自白を引き出す可能性を除去するた

め、委員会は警察による拘束下、または、代用監

獄に拘束されている被疑者の尋問は厳重に監

視し電子的手法で記録することを強く勧告する。 
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締約国は、被疑者の取り調べ時間の厳格な制限や、これ

を遵守しない場合の罰則を規定する法律を採択し、取り調べ

の全期間を通してビデオ録画機器による系統的な使用や、

偽りの自白を防ぎ規約第１４条における容疑者の権利を保障

する観点から、取り調べ中での弁護人の立ち会いを許す被

疑者の権利を保障すべきである。また、刑事事件捜査におけ

る警察の役割は真実を確立するのではなく、寧ろ裁判のた

めに証拠を収集することであり、被疑者の黙秘は有罪とは考

えられないと確認し、裁判所に対して、警察の取り調べで作

成された自白に拠るのではなく、現代の科学的な証拠に信

頼を置くよう促すことを認識すべきである。     

（収容施設の視察）     

10.とくに、委員会は警察や出入国検査官による

不当な処遇について調査、救済のための申し立

てを受ける独立機関がないことを懸念する。委員

会は国がこのような独立の機関を遅滞なく設立

することを勧告する。 

２０．委員会は、「刑事施設視察委員会」や２００６年「刑事収容

施設及び被収容者等の処遇に関する法律」によって設立さ

れた「留置施設視察委員会」、法務大臣により却下された不

服申し立てを検討する「刑事施設の被収容者の不服審査に

関する調査検討会」同様、被留置者より提出された申し立て

や再調査の請願書、そして事件の報告書の審査を担当する

「都道府県公安委員会」は、外部からの刑事施設や留置施

設の査察や不服申立制度が効果的であるために必要とさ

れる、独立性、資源、そして権限が欠如していることに懸念を

抱いている。この点については、２００５年から２００７年の期間

における刑務官による暴力や虐待の犯罪に対して有罪判決

や懲戒処分の不在を、委員会は留意する。（第７条、１０条） 

27.委員会は日本の監獄制度について規約第 2

条第 3(a)項、第 7、第 10 項との整合性が疑間と

なる多数の点について懸念を表明する。とくに、

委員会は以下に懸念する。(a)刑務所規則が厳

しく、会話の自由、仲問づくりの自由、プライバシ

ーなど受刑者の基本的権利を制限していること、

(b)頻繁に独房を使用するなど、苛酷な懲戒措置
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締約国は、(a) 刑事施設及び留置施設視察委員会が十

分に機能され、その職務を効果的に果たすために関係する

すべての情報に接触でき、その委員は刑事施設及び留置施

設の管理者によっては任命されず、（b）「刑事施設の被収容

者の不服審査に関する調査検討会」は十分な人員を構成

し、そしてその意見が法務省を拘束させ、(c) 被留置者から

提出された不服申し立てを検討する権限を、都道府県公安

委員会から外部の専門家からなる独立した組織に移行する

ことを保障すべきである。締約国は、次回の定期報告の中

に、受刑者や被留置者から受領した申し立ての件数や内容、

犯行者に科した刑罰や懲戒処分、そして被害者に支払われ

た補償額に関する統計データを含まなければならない。 

を用いること、(c)規則を破ったとされる受刑者に

対する懲戒措置決定に際して公平で公開の手

続きがないこと、(d)看守の仕返しに対して不服

を申し立てる受刑者に対する保護が充分でない

こと、(e)受刑者の不服申立を調査する信頼でき

る機関がないこと、(f)革手錠など残酷で非人道

的扱いであると考えられる保護措置を頻繁に使

用すること。 

  

 

２１．委員会は、死刑確定者が彼らの精神的かつ感情的な安

定を確保すると言うことで、昼夜独居房に収容されており、

無期刑受刑者はしばし長期間、独居房に入れられているこ

とに懸念を抱く。 また、被収容者が無制限の延長もあり得

る最初の７２時間の期間、事前の健康診断もなく保護房に

収容され得ることや、特定の受刑者は抗議する機会もなく

隔離「収容棟」に入れられるとの報告に懸念を示す。（第７

条、１０条）    
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締約国は、死刑確定者が独居房に収容されている規則を

緩和し、独居房は期限限定の例外的な措置であることを確

認しなければならない。また、最大の限定時間を導入して、保

護房に収容される被収容者の事前の肉体的かつ精神的検

査を必要とし、そして明確に定義された基準あるいは抗議の

可能性もなく、特定の被収容者を「収容棟」に隔離することを

中止すべきである。 

    

（従軍慰安婦）     

２２．委員会は、締約国が第二次世界大戦中の「慰安婦」問

題に対して未だ責任を認めておらず、加害者は訴追され

ず、また、被害者に支払われた補償は公的基金ではなく民

間からの寄付金により財源化され、それは不十分であり、そ

して歴史教科書には殆ど「慰安婦」問題が言及されず、一

部の政治家やマスコミは被害者を中傷し、あるいはこの事

実を否定し続けることに懸念を持って留意する。（第７条、８

条） 

締約国は法的責任を認め、被害者の多数に受け入れら

れ、また彼女らの尊厳を回復する意味において、「慰安婦」問

題に対して無条件に謝罪し、いまだ生存している加害者を訴

追し、権利の問題として、すべて生存者に対して十分な補償

を行う早急で有効な立法的かつ行政的な措置を取り、この

問題について学生や一般市民を教育し、被害者を中傷ある

いは事実を否定するあらゆる企てに反論して制裁すべきで

ある。 
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（人身取引）     

29.風俗営業法改正にもかかわらず、女性の

人身売買、人身売買や奴隷的取扱いの犠牲とな

っている女性に対する保護が不十分のままであ

ることは、規約第 8 条に照らして依然として重大

な懸念である。子どもの売春、子どものポルノグ

ラフィーに対する新立法計画に関する情報を国

から得たが、委員会は、このような措置は、性的

同意の年齢が 13 歳と低いので、18 歳未満の子

どもを保護することにならないのではないかと懸

念する。委員会はさらに、子どもの誘拐、性的搾

取が刑事罰の対象になるとはいえ、売春目的で

外国の子どもを日本に連れてくることを禁止する

特定の法律条項がないことに懸念する。 

２３．委員会は、締約国に向けて、あるいは経由して人身取

引される者の（推定）人数について統計的なデータないこ

と、人身取引に関係する犯罪で有罪判決になる犯罪者が

少ないこと、公営あるいは民間の保護施設に保護される人

身取引の被害者の数の減少、被害者に対する総括的な援

助の欠如、すなわち通訳のサービスや治療、助言や未払い

賃金あるいは補償の請求に対する法的援助、またリハビリ

のための長期の援助であり、同様に在留特別許可が加害

者を有罪にするために必要な期間だけしか認められず、人

身取引のすべての被害者には認められていない事実に、懸

念を抱く。（第８条） 

 

締約国は、人身取引の被害者を認定する努力を強化し、

この地域内へ向けて、あるいは経由する人身取引の流れに

関する系統的に収集したデータを確認し、人身取引に関連し

た加害者に対する量刑政策を見直し、被害者保護のための

民間保護施設を援助し、通訳、治療、助言、未払い賃金や補

償の請求に対する法的支援、長期のリハビリ支援、人身取引

のすべての被害者に対する法的身分の安定化を確保して、

被害者への支援を強化すべきである。 

31.委員会は、身体障害の女性に対する強制

的な不妊手術を廃止したことを確認したが、法律

が不妊手術を強制された女性に対する賠償請求

権を規定する条項がないことを遺憾とし、必要な

法的措置が講じられることを勧告する。 
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（外国人研修生）     

２４．委員会は、「外国人研修・技術実習制度」の下で締約

国に来る外国人が国内の労働法や社会保障から除外さ

れ、また有給休暇もない単純労働にしばし利用されて、法

定最低賃金以下の研修手当を受け、時間外賃金もなく残

業労働を強いられており、雇用主からパスポートを頻繁に取

り上げられているとの報告を懸念する。（第８条、２６条） 

 

締約国は、外国人研修生や実習生に対して、法定最低賃

金や社会保障を含む最低労働基準に関して国内法による保

護を拡大し、これらの研修生や実習生を不当に使う雇用主

に適正な罰則を科し、そして現行の制度を、低賃金労働者を

補充するのではなく、研修生や実習生の権利を十分に保護

し、技能向上に焦点を当てる新たな計画に置き換えるよう検

討すべきである。   

  

  

  

（難民申請）     

２５．委員会は、「２００６年出入国管理及び難民認定法」が難

民申請者に対して、拷問の危険性がある国への送還を明白

に禁止しておらず、難民申請者に対する認定率は申請件数

との関係では低い状態であり、難民認定手続きの大幅な遅

れが頻繁に起こるため、申請者はその期間中就労もでき

ず、限られた社会援助のみを受けることに懸念を示す。ま

た、難民申請拒否の決定に対する法務大臣宛の異議申し

立てを実行したとしても、大臣に審査について助言する難

民審査官は独自に任命されておらず、決定を拘束する権限

もないため、独立した審査ができないことに疑念を抱く。最

終的に、拒否された難民申請者が、国外退去命令の執行     
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の留保申請に対する却下の決定について、異議を申し立て

る以前に送還が行われた事例の報告に懸念を表す。（第７

条、１３条） 

 

 締約国は、拷問あるいは虐待の危険性がある国への難民

申請者の送還を明白に禁止する観点から、「出入国管理及

び難民認定法」の改定を検討し、すべての難民申請者は申

請手続きのすべての期間中に、十分な国家財政による社会

援助や就労への機会と同様に、弁護士や法的援助そして通

訳との接触ができるよう、保障するべきである。また、締約国

は、法務大臣により「テロリストの可能性あり」と考えられる申

請者をも対象とする、完全に独立した不服申立機関を設立

し、拒否された難民申請者が申請の拒否決定に対して異議

を申し立てる前に、行政手続きの結論のあと直ちに送還され

ないことを保障すべきである。     

（表現の自由)     

２６．委員会は、公職選挙法の下、選挙運動期間前に配布さ

れる文書の枚数や形式に対する制限と同じく、戸別訪問の

禁止のような、表現の自由や公的な活動に参加する権利に

対しての不合理な制限に懸念を有している。また、政治活動

を行った者や公務員が、政府を批判する内容のビラを個人

の郵便受けに配布したことにより、住居侵入罪あるいは国

家公務員法で逮捕され、起訴される報告に関して懸念を抱

く。（第１９条、２５条） 

  

  

14.委員会は、表現の自由の権利の尊重に関して、

法律や判決の中には制限的なアプローチをしてい

るものがあることを残念に思う。 
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 締約国は、規約第１９条及び２５条で保障されている政治

運動やその他の活動を、警察や検察官、そして裁判所が不

当に制限することを防ぐために、表現の自由や公的な活動に

参加する権利を不合理に制限している法律を撤回すべきで

ある。 

  

（合意年齢）   

２７．委員会は少年や少女に対して１３歳と設定している性交

合意の低年齢に関して懸念する。（第２４条） 

 締約国は、児童の健全な成長を擁護し、児童虐待を防ぐ

観点から、少年・少女に対する性交合意の年齢を、現行の１３

歳から引き上げるべきである。 

 

  

（婚外子）   

２８．委員会は、婚外子が国籍取得や遺産相続権、そして

出生登録に関して差別を受けていることに繰り返し懸念を

表する。（第２条１項、２４条、２６条） 

 

 締約国は、出生届に子どもが「嫡出」か、否かの記入を規

定している戸籍法第４９条１項の１と同様、国籍法第３条と民

法９００条４項を含む、婚外子に対するいかなる差別条項の

法律を撤廃すべきである。 

12.委員会は、とくに、国籍、家族、相続権の間題に

関する婚外子に対する差別に対して依然として懸

念を表明する。委員会は、規約の第 26 条に基づき

すべての子どもは平等の保護を受ける権利を有し

ていることを改めて確認し、国が民法第 900条第 4

節を含む法制改正のための必要な措置をとること

を勧告する。 

 

17.また、当委員会は、規約第 2 条、第 24 及び第 26

条の規定に一致するように、婚外子に関する日本の

法律が改正され、そこに規定されている差別的な条

項が排除されるよう勧告する。日本に未だに存続して

いるすべての差別的な法律や取扱いは、規約第 2

条、第 3 条及び第 26 条に適合するように、廃止され

なければならない。日本政府は、このことについて世

論に影響を及ぽすように努力しなければならない。 
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（性的指向）   

２９．委員会は、レズビアン、ゲイ、両性愛者、そして性同一性

障害者に対する、雇用、社会保障、医療、教育、そして法に

より規制されている分野における差別、例えば、公営住宅法

第２３条１項に例証されている既婚者と未婚の異性同士の

みの適用や、実際に未婚の同性同士が公営住宅を借りるこ

とを禁止し、「配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護

に関する法律」の保護から同性相手を除外していることに

懸念を示す。（第２条１項、２６条） 

 

 締約国は、差別が禁止されている領域に性的指向を含め

る観点から、それらの法律の改正を検討し、異性同士で同居

している未婚者に認められている利点を、規約の２６条に関

する当委員会の解釈に添って、未婚の同性居住者にも同等

に権利を認めるようすべきである。 

 

  

（在日外国人への国民年金）   

３０．委員会は、２０歳から６０歳までの最低２５年間、国民年

金への掛け金を払わなければならない条件と組み合わせ

て、１９８２年の国民年金法から国籍要件の撤廃により遡及

がなくなった結果、多くの外国人、特に１９５２年に日本国籍

を喪失した朝鮮人・韓国人は事実上、年金国民制度上の

年金受給の有資格から除外されていることに懸念を示す。

また、１９６２年以前に生まれた外国人障害者の同一の申請

は、国籍要件が国民年金法から取り消された時に２０歳以

上の外国人への条項により、障害基礎年金の受給資格が

ないことに懸念を表す。（第２条１項、２６条） 
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 締約国は、外国人が国民年金制度から差別的に排除さ

れないことを保証する見地から、国民年金法に規定されてい

る年齢要件により影響を受けた外国人のために、過渡的な

取り決めを行うべきである。 

  

（朝鮮･韓国学校への国庫補助）   

３１．委員会は、朝鮮語で教育している学校に対する国庫

補助金が通常の学校のそれより極めて低く、日本の私立学

校やインターナショナル・スクールへの寄付金と違って、税

金の免除も減額もされない個人的な寄付金に多くを頼って

おり、朝鮮人・韓国人学校の卒業証書は、学生にとって自

動的に大学入学の資格とはならないことに懸念を表す。（第

２６条、２７条） 

 

 締約国は、国庫援助を増額し、私立学校の寄付者に対す

ると同じように、朝鮮・韓国学校への寄付者に対しても同等

の財政的恩恵を適用して、朝鮮・韓国学校へ十分な資金を

保障し、朝鮮・韓国学校の卒業証書を真の大学入学資格と

して認めるべきである。 

13.委員会は、韓国(朝鮮)学校の不認可な

ど、目本国民ではない在日韓国(朝鮮)マイノリ

ティに対する差別に対する懸念を表明する。委

員会は、国に、第 27 条に基づく保護は国民の

みに限定されるものではないことを強調してい

るジェネラルコメント第 23 号(1994 年)への注

意を喚起する。 
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（少数民族）     

３２．委員会は、締約国がアイヌや琉球・沖縄を、特別な権

利と保護の資格対象となる先住民族として公式に認定して

いないことを憂慮する。（第２７条） 

 

締約国は、アイヌや琉球・沖縄を国内法で固有民族として

明白に認め、保護するための特別措置を採択し、彼らの文化

遺産や伝統的な生活様式を保全・奨励し、彼らの土地所有

権を認めるべきである。また、アイヌや琉球・沖縄の人たちが、

彼らの言語の、あるいはその言語での、また彼らの文化につ

いての教育を受ける十分な機会を提供し、通常のカリキュラ

ムの中にアイヌや琉球・沖縄の文化に関する教育を含めるべ

きである。 

14.委員会は、アイヌ先住マイノリティに対する

言語およぴ高等教育および土地所有権に関する

差別に対しての懸念を表明する。 

  

  

  

（勧告の普及）     

35.委員会は日本の第 5 回定期報告書の提

出目を 2002 年 10 月と定める。 

３３．委員会は２０１１年１０月２９日を第６回日本政府定期

報告の提出日として設定する。締約国の第５回定期報告と

当最終見解を公表し、司法や立法そして行政機関に対する

と同様に、一般国民に対して日本語と、可能な範囲で国内

の少数民族の言語で広範に伝えることを要求する。また、第

６回定期報告が市民社会や締約国内で活動する NGO 団

体に役立てられるよう要求する。 

34.委員会は、これら見解の実施にあたって、

国が非政府団体など国内の関心を持つすべての

団体との協議を行なうことを期待する。委員会

は、国が定期報告書およびこれら最終見解を広

く普及させることを強く求める。 
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３４．当委員会の手続き上のルールである規則７１の５に

従い、締約国は委員会勧告の上記パラグラフ１７，１８，１９，そ

して２１に与えた追加項目に関する情報を、１年以内に提出

しなければならない。委員会は締約国に対し、残された勧告

や全体としての規約の実施状況に関する情報を、次回の定

期報告の中に含めるよう要求する。  
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（その他の諸問題）以下は第４回総括所見のみで触れている件   

11.委員会は、客観的基準の欠如によって規約の第 26 条に抵触する「合理性のある差別」との概念のあいまいさについて懸念する。委員会はこの概念を支持するため国

が展開した議論が第 3 回定期報告書の審査の際に展開された議論と同一であり、これについてはすでに委員会は容認できないとの見解を表明している。 

15.同和問題について、委員会は、ブラク・マイノリティの人々に対する差別が依然として教育、収入、効果的救済のシステムにおいて残存することを国が認めたことを確認

する。委員会は国がこのような差別をなくすため措置を講ずることを勧告する。 

17.委員会は日本の第 3 回定期報告書審査の終了時に最終見解として、外国人登録法によって常時登録証を携帯しない外国人永住者を犯罪者とし、刑法罰を課すこと

は規約の第 2、第 3、第 26 条に違反することを表明したが、これを再度強調する。委員会はこのような差別法は撤廃されるべきことを再度勧告する。 

18.出入国管理及び難民認定法第 26 条は前もって再入国許可を受け出国する外国人のみが居住者としての身分を喪失せずに日本に帰着することができ、このような再

入国許可は法務省の完全な裁量下にある。この法律では、日本における 2 世、3 世の外国人であり、その生活基盤が日本にある外国人は日本を出国、再入国する権利を

奪われる可能性がある。委員会はこの規定は規約の第 12 条第 2、第 4 節に違反すると考える。委員会は国に対して「自国」とは「自分の国籍の国」との同義語ではないこ

とを喚起するものである。委員会は従って国が日本生まれの韓国・朝鮮系人のような永住外国人に関しては再入国許可取得の必要性を除去することを強く勧告する。 

19.委員会は拘留の厳しい処遇や手錠の使用、隔離部屋での拘留など、出入国手続きが未決のまま拘留されるひとに対する暴カ、セクシャルハラスメントの申し立てに関

して懸念を表明する。出入国管理収容所に 6 ヵ月を超えて留置されたり、場合によっては、2 年間も拘留されるケースもありえる。委員会は、国が拘留の条件を再検討し、必

要があれぱ、規約の第 7 条および第 9 条に適合するよう状況を変更するための措置を講じることを勧告する。 

26.委員会は刑法では検察側捜査段階で入手した証拠を裁判において提出する意図を持つもの以外は開示する義務はなく、弁護側が裁判のどの段階においてもこれら

証拠の開示を請求する一般的権利がないことに懸念する。委員会は規約第 14 条第 3 項の保障に従い国は弁護権が妨げられないよう弁護側が関連資料すべてにアクセ

スできるよう法偉ならびに規則を整備することを勧告する。 

24.委員会は人身保護法による人身保護規則第 4 条が人身保護令状の取得の理由を 

(1)法的な権限なしに拘禁された場合、(2)適正手続きの違反が明白な場合に限っていることに懸念する。令状の取得はすべての救済手段を経ていることも要件である。委

員会は第 4 条は拘留の正当性を争う場合の効果を弱め、規約の第 9 条に違反すると考える。委員会は国が規則第 4 条を撤廃し、人身保護救済を限度、制限なしに完全

に有効にすることを勧告する。 

28.委員会は、中央労働委員会が、労働者が組合加盟を示す腕章を着用している場合、不当労働行為審間を開かないことに懸念している。このような行為は規約第 19 条

および第 22 条違反である。この委員会見解は中央労働委員会に伝達されなけれぱならない。 

 


